


























































































































































































































































































































Aグループ Bグループ Cグループ Dグループ
商事 会社・衡平法 人身傷害 公法
A1チーム B1チーム C1チーム D1チーム
仲裁および海事 慈善事業 国防省関係 内務省司法審査，
国家安全，公益に
関する秘匿特権
A2チーム B2チーム C2チーム D2チーム
訴訟費用 会社の登記 内務省・刑務所関係 移民
A3チーム B3チーム C3チーム D3チーム
雇用 通商産業省（倒 債権回収 都市計画
産事件を含む）
A4チーム B4チーム C4チーム D4チーム
















































































































































































232件 269件 47件 127件 216件 40件
（22）　以上の記述は，法務部が新規に入ったスタッフを対象として作成している資料に
　もとついている．
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　昨年1年間に訟務課が処理した事件の種類別の内訳は，別表のとおりであ
る．訟務課がこれまでに扱った著名な事件としては，三種混合ワクチンの後
遺症に関する訴訟，HIV訴訟，クロイツフェルトーヤコブ病訴訟などがあ
り，いずれも保健省関係の事件である．これらの訴訟は，因果関係の立証が
困難であるなどの理由から長期化するため，被害者救済のための措置が訴訟
とは別にとられることが多い．たとえば，ワクチン訴訟およびHIV訴訟に
ついては，大臣の判断で補償金の支払計画が策定された．
　助言を行うSOL　AおよびSOL　Cは，法務庁の助言局と同様に，立法作
業にも関与する．すなわち，命令（order），規則（regulation）などの行
政立法（subordinate　legislation）を起草するほか，国会制定法の法案に
ついては，これを起草する法制局に対して指示をしたり，法案が議会で審議
されている間，それぞれの省のリーガル・アドヴァイザーとして議会に出頭
し，大臣に助言を与えるといった業務を行っている．
　　3．4　内国歳入庁の法務部
　内国歳入庁の法務部は，法務官（Solicitor）を長とし，約210人のスタ
ッフによって構成されている．そのうちの約60人が法曹資格者である（23）．
地方支部はなく，ロンドン以外の場所で訴訟の審理が行われるときにはその
地へ出張するなど，国内を旅行する機会も多い．依頼者は，租税の徴収を業
務とする内国歳入庁の各部局である．
　業務の内容は，3種類に分けられる．
　第一は，租税の徴収に関する法律問題の処理である．租税徴収の根拠とな
る法律や契約を解釈して，徴税審査官（lnspector　of　Taxes）に法的な問
題にっいての助言を与えることがこれに含まれる．徴税審査官は，助言が求
められている問題にっいて広範な知識を有し，特定の租税についての専門家
であることが多いので，高度に専門的な助言を提供することが求められる．
徴税に関する不服審査手続が開始された場合には，審査機関（Tax　Com－
　（23）　法務部の組織図については，図5を参照．
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図5　内国歳入庁の法務部の組織
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missioners，　tribunals）において内国歳入庁の代理人となる．ここまでの
段階の業務はすべて法務部内において行われ，開業弁護士に事件依頼をする
ことはない，しかし，不服審査の決定に対して上訴がなされ，事件が高等法
院に係属した場合には，訴訟代理人（solicitor）として開業バリスタに弁
論を依頼する．
　第二は，財産，雇用，人身傷害などに関する民事訴訟事件と脱税に関する
刑事訴訟事件である．人身傷害事件の中には，内国歳入庁の構内での転倒事
故を理由とするものが含まれている．雇用関係では，ストレス，アスベスト
被害，シックハウス症候群等に関する事件や差別による不当解雇が争われる
事件がある．テスト・ケースとして注目された事件としては，職場における
受動喫煙（passive　smoking）をめぐって職員が内国歳入庁を訴えたカウ
ンティ・コートの訴訟があったが，内国歳入庁が勝訴したとのことである．
刑事訴訟事件の数は，年間100件ほどである．
　第三は，倒産手続の申立てや訴えの提起による租税の徴収である。1999
年1月1日から12月31日までの1年間に内国歳入庁が提出した個人破産の
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申立ては7100件，会社清算の申立ては1200件であった．訴訟手続による租
税の徴収は，全国の徴税官（Collectors）がカウンティ・コートにおいて行
うが，高等法院における判決・執行手続はすべて法務部が行っている．高等
法院における手続には，法曹資格をもたない事務職員がパラリーガルとして
関与し，トライアル前の審理に出頭する，法曹資格のあるスタッフはパラリ
ーガルに助言を与え，対応が困難な問題が生じた場合には，自ら手続を追行
する．法務部内にはこのようなパラリーガルが100人ほどいる．ルーティ
ン業務については，できるかぎりパラリーガルに行わせるのが過去15年間
の傾向であり，それによって，法曹資格者は専門的な業務に集中することが
できる。
4わが国との比較
　前節で紹介した法務庁，社会保障省および保健省の法務部，内国歳入庁の
法務部に共通するのは，訟務事務を専門に処理する組織を有し，所属する法
律家の数も比較的多いことであった．そのような法務部の特徴としては，訴
訟業務のみならず，助言業務や立法作業も業務内容に取り込んでいること，
および，それぞれの業務にっいて法律家が専門的な知識と技能を提供できる
ような組織体制がっくられていることが挙げられるように思われる．
　法務庁を例にとれば，まず，訴訟業務を担当する訟務局のほかに，助言局
およびヨーロッパ局が設けられ，他の政府機関からの法律問題の相談や立法
作業に対応している．訟務局および助言局の内部は，依頼を受ける政府機関
や業務の内容に応じてさらにグループに分かれ，専門化している．その結果
として，たとえば，国防省関係の国家賠償事件を専門に扱うグループや文
化・メディア・スポーツ省関係の助言業務を専門とするグループといった専
門家集団が存在する．さらに，訴訟業務を担当する法律家が専門的な業務に
専念できるように，重要性の低い軽微な事件や遠隔地の事件を開業ソリシタ
に依頼したり，定型的な業務の処理をパラリー一ガルに委ねたりすることも，
　34
一般的に行われている．開業ソリシタが依頼を受ける事件よりも内容面で興
味深い事件の処理をまかされることが，収入の減少を覚悟のうえでソリシタ
事務所から転職する動機の一つになっている，
　すでに述べたように，中央省庁または政府関係の機関の大多数は訟務組織
をもたない．所属する法律家も先に掲げた法務部よりも少なく，一人から数
人程度の法律家を有するにすぎないところもある．それらの小規模な法務部
においては，助言業務の内容も一般的なものにならざるをえないのではない
かと思われる．それゆえ，業務内容の専門性をGLS全体の特徴とするのは
適切ではないであろう．
　これに対して，法律家が立法作業や政策立案にあたっての法律問題の処理
にも関与することは，いずれの法務部にもみられる特徴である．おそらく，
GLS全体に共通するといってよいであろう．しかし，　GLSに固有の特徴と
いいうるわけではない．わが国においても，行政庁の職員が同様の業務に従
事しているからである．わが国との違いは，GLSにおいてはメンバー全員
が法律家としての教育を受け，法曹資格を付与されている点にある．問題は，
この差異がそれぞれに要求されている行動様式の違いを反映しているのでは
ないかということである．以下，敷彷しよう．
　GLSの法律家もわが国の行政庁の職員も，その担当する業務は中央省庁
の政策と密接な関連を有している．立法作業や政策立案に際しての法律問題
の検討はもとより，訴訟業務も，たとえば事件を和解で処理するか，判決を
求めるかによって既定の方針をどの程度貫徹するかが異なるように，政策判
断とかかわっている．換言すれば，特定の法的判断にもとついて業務を処理
することが，行政庁の政策遂行に影響を及ぼしたり，場合によっては重大な
政策の転換を帰結することがありうる．このように，みずからの判断が関係
行政庁の既存の政策と抵触する可能性がある場合に，担当者にはどのような
行動が要求されるであろうか．
　この問題にっいては，ある質問に対する訟務組織の回答が参考になる．そ
の質問の内容は，以下のとおりである．ある行政庁の依頼による訴訟におい
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て，和解と判決のいずれを選択すべきかが問題になった．検討した結果，和
解による解決が適切であるとの判断に達したにもかかわらず，依頼者である
行政庁は和解に難色を示している．こうした場合，担当者としてはどのよう
に行動するか．これに対する各訟務組織の回答は，おおよそ以下のようなも
のであった。まず，訴訟における関係行政庁と訟務組織の関係は，一般の場
合における依頼者と訴訟代理人の関係と基本的には同一である．このことは，
訴訟代理人たる訟務組織は依頼者たる行政庁からの指示の範囲内で行動すべ
きことを意味する．したがって，訟務組織としては，和解をするのが最善の
策であるとの判断に達すれば，結論にいたった根拠を説明して行政庁を説得
するが，それにもかかわらず行政庁が独自の政策判断から異なる決断をした
場合には，したがわざるをえない．政策を担当するのは行政庁であり，訟務
組織は行政庁の政策判断に踏み込むことはできない，あくまでも法律の専門
家として助言をするにとどまる．行政庁の意見が法律的にみて不当である場
合には，最終的には，政府の法律顧問であり，閣外大臣でもある法務総裁
（Attorney　General）に意見の調整を委ねることになる（24）．
　わが国においても，指定代理人である法務省訟務局の職員が類似の事件の
統一的処理の観点から和解をしたり，上訴提起を断念しようとしても，関係
行政庁との意見調整が必要となり，対応に苦慮することがあるといわれてい
る．それは，和解をすることが関係行政庁における所管法令の行政解釈の変
更，事業の見直し，または政策の変更につながる場合である。この場合に，
指定代理人の判断と関係行政庁の政策判断との調整に困難を生ずるのは，わ
が国の訟務制度の構造と関係しているように思われる．すなわち，国を当事
（24）ただし，実際には法務総裁が意見調整を行わざるをえない例にはほとんど遭遇し
　ないということである．和解が適切であるという訟務組織の判断がなぜ，行政庁によ
　って受け入れられるかは，最終的な政策決定がどのレベルで行われているかにもかか
　わるので，これ以上は踏み込まないことにする．なお，和解の権限の範囲は，事案や
　行政庁によっても，若干異なるようである。たとえば，社会保障省および保健省の訟
　務組織では，和解金として支払われる賠償金の額が1万ポンドまでであれば，依頼者
　からの特別の指示は不要であるが，これを超える場合には個別の指示が必要になると
　のことであった．
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者とする民事訴訟において国を代表するのは法務大臣のみであるという法制
のもとでは，訴訟において和解をするか否かを最終的に決定する権限を有す
るのは法務大臣であると考えられる．しかし，その判断にあたっては関係行
政庁の意見も考慮せざるをえない．政策的要素をも取り込んで判断せざるを
えないことが，問題を複雑にしている．
　他方，イングランドにおいては，和解によって事件を処理するか否かを決
定するのは関係行政庁自身である．訴訟代理人であるGLSの職務は，政策
にかかわる問題にっいて実質的な判断を行うことではなく，行政庁に対して
法律的な助言を行うことにある．すなわち，GLSに期待されているのは，
法律の専門家としての判断を，政策担当者とは独立の立場から提示すること
である．法律問題にっいて専門的な知識を有することにくわえて，行政庁の
利害に中立的な意見を述べられることが求められている．そうであるがゆえ
に，給源は，法律の素養をもち，法律家としての修練を積んだ法曹資格者と
いうことになる．
　行政官とは独立した，法律専門家としての判断が要求されることは，日常
的な法律問題に関する助言も同様である．再び，ミレニアム・ドームの事業
担当者の解任問題を取り上げよう．ミレニアム・ドームの営業不振は，この
事業を推進してきたブレア首相にとって重大な関心事であった．それゆえに，
政権への打撃を最小限に食い止めるためには，担当者を交替することも辞さ
なかった．しかし，解雇された担当者にどのような権利が保障されるべきか
はそれとは別の問題である，世論の圧力があるからといって，法律的には保
障されるべき権利を度外視した「政治的解決」がなされるようでは，政府に
対する長期的な信頼をかち得ることはできないであろう．GLSのメンバー
が，行政官とは別個の資格で法律問題の処理にあたることは，「法律による
行政」の理念を実効的なものにするうえで重要な意義を有しているように思
われる．
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5　むすび
　イングランドのGLSをモデルにした制度をわが国に導入するとすれば，
国家公務員制度を改革して，法律問題の専門職を創設することになろう．応
募資格を有するのは法曹資格者であり，面接試験を経て採用される．募集は，
「A省関係の訴訟業務の担当者を何名」「B省関係の立法・助言業務の担当者
を何名」といった形で行われる．現在，政策担当者が扱っている法律問題の
多くはこの法律専門職に委譲され，政策の立案・実施と法律業務の分業が行
われていくことになる．
　このような提案に対して予想される反対論は，法律問題のみを担当する公
務員制度など非効率である，現行制度のままで不都合はないではないか，と
いうものである．たしかに，法律的な技能は，実際に政策を担当して具体的
な法律問題に遭遇しながら身にっけていくものなのかもしれない．法律問題
の適切な処理ができるかどうかは，法曹資格の有無とは関係がないとすれば，
法曹資格者のみを法律専門職として採用する制度など，意味がないといわれ
るかもしれない．しかし，問題は，どちらの制度のほうが法律問題を処理す
る能力を高められるかということではない．法律専門家の集団が行政機関の
内部に存在し，政府関係の法律問題を政策担当者とは別の観点から検討する
態勢が整っていたほうが，法律による行政の原理からみて望ましいのではな
いか．行政官としてではなく，法律家としての意識をもって，問題に対処で
きる専門家がいるべきではないか．そのために法曹資格者の中から専門職を
採用しようという提案なのである．わが国の行政は将来いかにあるべきかを
も視野に入れて，議論がなされることを望みたい．
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